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電子
認証局

磁気媒体届書作成プログラムを利用した電子申請磁気媒体届書作成プログラムを利用した電子申請通常の電子申請通常の電子申請

＜適用関係６手続＞
①資格取得届
②資格喪失届
③報酬月額算定基礎届
④報酬月額変更届
⑤賞与支払届
⑥厚年住所変更届

１．電子申請の流れ（現行）
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社会保険庁ＨＰ

インターネットに接続したパソコンの準備

事業主の電子証明書の取得

事業主のＩＤ・パスワードの取得

事前準備  ①Java実行環境の設定
②e-Gov電子申請用プログラムのインストール、
③通信を暗号化するための証明書のインストール

磁気媒体届書作成プログラムを利用した
申請データの作成

※多数の被保険者分を一括して手続できる。
※既存の被保険者のデータを取り込める。

e-Gov電子申請システム

厚生労働省汎用受付システム

社会保険オンラインシステム

都道府県労働局

e-Gov  ＨＰ

申請書の様式（総括票）を取得し入力

（有料）

（無料）

社会保険事務所

e-Gov  ＨＰ

申請書の様式を取得し入力

※１回の送信につき、１人の被  
保険者分しかできない。

※事業主が保有する既存の被  
保険者のデータを利用できな  
い。

（無料）

申請書、添付書類の添付、電子署名  ⇒  送信

事業主が自ら行う申請 事業主が自ら行う申請 社会保険労務士の代行

社会保険労務士の電子証明書
社会保険労務士会  

連合会

磁気媒体届書作成プログ  
ラムの活用は、

①社会保険庁ＨＰからプ  
ログラムをダウンロード  
して利用する場合

②社会保険庁ＨＰで公開  
している仕様書をもとに、  
企業独自で人事給与等シ  
ステムを改修して利用す  
る場合

の２種類の方法がある。

e-Gov  
ＨＰ

e-Gov  
ＨＰ

（無料）

（無料）

暗号化プログラムで事業主の
パスワード等を暗号化して記載

社会保険庁ＨＰ
（無料）

（無料）



現 行現 行

２．システム刷新後の届書等の事務処理方式について

集約化後（システム刷新後）集約化後（システム刷新後）

紙による届出

社会保険事務所

受付・点検 審査
入力

（委託）
（※）

決定
通知書等の
作成・交付

編綴・
保管

年金事務所 集約事務センター

受付受付

受付  （委託）受付  （委託）

ＯＣＲ
入力

（委託）

２次
審査 決定

通知書等の
作成・交付

(委託）

編綴・
保管
(委託）

【受  付】  文書の開封・整理
【点  検】  記載事項及び添付書類の確認等
【審  査】  要件確認、記録確認・補正等内容審査
【入  力】  届書、申請書等をオンラインシステムへ入力
【決  定】  システム処理結果の確認、決裁

【通知書作成等】  処分通知書等の作成、封入・封緘、発送
【編綴・保管】  届書等の編綴、保管

※ 現行システム  ⇒  オンラインシステムに直接入力するため、審査後に入力又は更新

※ システム刷新後  ⇒  電子申請の促進及びＯＣＲ読取方式の導入で効率的な入力（登録）を  
行うとともに、仮原簿ファイルを設けて審査前に入力又は登録処理し、システムを活用した審査  （未記入項目、既保有情報との不一致、論理的にありえない内容などをエラー表示）を行い、こ  れについて届出者への照会等により確認、補正、返戻を行う定型的な一次審査は外部委託。

※ 年金事務所は、事業所調査、職権適用、保険料の強制徴収、年金相談等を実施

※ 年金事務所での受付は、年金相談や事業所指導等と一体的に行うものに原則限定。

１次
審査

（委託）

年金の裁定請求を除き、原則として、
 直接郵送又は電子申請

電子申請・ＦＤ申請

事業主

被保険者

受給権者

紙による届出

社会保険事務所

（※）一部、都道府県単位の事務センターに集約実施

受付

集約事務センター

２次
審査

決定 電子通知
（自動）

通知
内容の
保存
（自動）

受付

電子申請→自動受付登録
Ｆ

 
Ｄ

 
申請→受付登録処理

更新
 処理
決定

電子通知又
 は通知書等の

作成・交付

通知
内容
の

保存

審査

電子申請・ＦＤ申請
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電子申請→自動受付登録
Ｆ

 
Ｄ

 
申請→受付登録処理

事業主

被保険者

受給権者

事業主

被保険者

受給権者

市町村市町村

国民年金
関係

郵送

国民年金
関係

電
子
回
送

市町村市町村 郵送

郵送

１次
審査
（委託）



３．添付書類の省略についてのこれまでの取り組み

◎事業主等の確認による省略

◎社会保険労務士が提出代行する場合の省略

○従来、社会保険事務局ごとに相違があった様式や添付書類の統一化を図るとともに、添付書類は真に
必要なものに削減した。（全国統一の業務処理マニュアル：平成18年10月～）

○事業主等が届書に基礎年金番号や氏名などが正しく記入されているかどうか年金手帳等と照合・確認
することにより、年金手帳等の添付を不要とした（平成１８年１０月～）

【対象手続】
・健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届
・船員保険・厚生年金保険被保険者資格取得届
・健康保険・厚生年金保険被保険者氏名変更（訂正）届
・船員保険・厚生年金保険被保険者氏名変更訂正届
・国民年金第３号被保険者資格取得・種別変更・種別確認（３号該当）、資格喪失及び住所変更の各届出

○国家資格を有し、社会保険各法における専門性を有する社会保険労務士の特殊性に鑑み、社会保険労
務士が届書の提出代行を行う場合に、社会保険労務士の確認をもって、一部の添付書類の添付省略を
可能とした（平成１９年１０月～）

【対象手続き】  【省略可能な添付書類】
・適用事業所所在地・名称変更届  個人事業所における公共料金の領収書のコピー等
・健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届  ６５歳までの定年再雇用の場合における退職辞令等のコピー
・健康保険・厚生年金保険被保険者資格喪失届  ６５歳までの定年再雇用の場合における退職辞令等のコピー等
・健康保険被扶養者（異動）届  収入の証明に係る退職証明書等のコピー等
・任意継続被保険者資格取得申請書の被扶養者（異動）届  収入の証明に係る退職証明書等のコピー
・介護保険適用除外等該当・非該当届  外国人登録証明書及び雇用契約書のコピー
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（参考）届書の主な添付書類 ○必ず添付
●いずれか１つを添付
△該当する場合に必ず添付

届書 対象者の区分 添付書類

１ 被保険者資格取得届

被扶養者がいる場合 ○被扶養者（異動）届

６５歳までの定年再雇用  
の場合

（原則喪失届と同時提出）  
●就業規則のコピー  
●退職辞令のコピー  
●事業主の証明

国保組合加入者の場合 ○適用除外申請書

２ 被保険者資格喪失届

○被保険者証（被扶養者分含む）  
△証回収不能・滅失届  
△高齢受給者証  
△特定疾病療養受療証  
△健康保険限度額適用認定証  
△限度額適用・標準負担額減額認定証

６５歳までの定年再雇用  
の場合

（原則取得届と同時提出）  
●就業規則のコピー  
●退職辞令のコピー  
●事業主の証明

３
被保険者報酬月額算  
定基礎届

○算定基礎届総括表

４
被保険者報酬月額変  
更届

改定月の初月から６０日  
以上遅延した届出の場合

賃金台帳（報酬の変更があった月の前月分から届出のあった月の直近支払  
分まで）及び出勤簿（報酬の変更があった月以降３か月分）のコピー

５ 被保険者賞与支払届 ○賞与支払届総括表

4

（１）重点取組６手続

※  重点取組６手続のうち、被保険者住所変更届は、添付書類なし

社労士の提出代行の場合は省略可能

社労士の提出代行の場合は省略可能

□様式に必ず記入、証明
■該当する場合に様式に記入、証明



（２）（１）と同一契機に手続する届書

届書 対象者の区分 添付書類

１

２

健康保険被扶養  
者（異動）届

国民年金第３号  
被保険者関係届  
書

所得税法の規定による控除対  
象配偶者または扶養親族とな  
っている者

添付書類なし

（収入に関する証明は事業主の証明をもって省略）

ただし、障害年

金、遺族年金、

傷病手当金、出

産手当金、失業

給付金等の非課

税対象となる収

入がある場合は､

受取金額のわか

る通知書等を添

付

所得税法  
の規定に  
よる控除  
対象配偶  
者または  
扶養親族  
となって  
いない者

①退職した者 △退職証明書または雇用保険被保険者離職票のコピー  
（社労士の提出代行の場合は省略可能）

②雇用保険の失業  
給付の受給者ま  
たは終了者

△雇用保険受給資格者証のコピー（社労士の提出代行の  
場合は省略可能）

③年金受給者 △現在の年金受取額のわかる年金額の改定通知書のコピ  
ー（社労士の提出代行の場合は省略可能）

上記①②③に加え  
て他に収入がある  
者

△上記①②③に加えて課税（非課税）証明書

上記①②③に該当  
しない者

△課税（非課税）証明書

同居を要件とする者 ○被保険者と認定しようとする者の住民票の写し
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届書 対象者の区分 添付書類

１ 新規適用届

強制適用事業所の場合 ○法人（商業）登記簿謄本（個人事業所を除く）

強制適用となる個人事業所の場  
合

○事業主世帯全員の住民票の写し

任意適用事業所の認可を受ける  
場合

○任意適用申請書  
○任意適用同意書  
○事業主世帯全員の住民票の写し

２
適用事業所全喪  
届

法人の場合
●解散登記の記載のある法人（商業）登記簿謄本

●雇用保険適用事業所廃止届のコピー

●給与支払事務所等の廃止届のコピー

任意適用取消の場合
○任意適用取消申請書  
○任意適用取消同意書

３

適用事業所所在  
地・名称変更届

（管轄内）

法人の場合 ○法人（商業）登記簿謄本

個人事業所（住所変更）の場合 ○住民票の写し

個人事業所（名称変更）の場合 ○公共料金の領収書のコピー等  （社労士の提出代行の場合は省略可能）

４

適用事業所所在  
地・名称変更届

（管轄外）

法人の場合 ○法人（商業）登記簿謄本

個人事業所（住所変更）の場合 ○住民票の写し

個人事業所（名称変更）の場合 ○公共料金の領収書のコピー等（社労士の提出代行の場合は省略可能）

変更後の管轄する社会保険事務  
所で被保険者証等を交換すると  
きに提出するもの

○被保険者証（被扶養者分含む）  
△高齢受給者証  
△特定疾病療養受療証  
△健康保険限度額適用認定証  
△限度額適用・標準負担額減額認定証
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（３）その他



届書 対象者の区分 添付書類

５
健康保険・厚生年金保険  
任意適用申請書

○新規適用届  
○任意適用同意書  
○事業主世帯全員の住民票の写し

６
健康保険・厚生年金保険  
任意適用取消申請書

○適用事業所全喪届  
○任意適用取消同意書

７
第四種任意継続被保険者  
資格取得申出書

○年金手帳または基礎年金番号通知書

８
厚生年金保険任意単独被  
保険者資格取得申請書

○年金手帳または基礎年金番号通知書  
○賃金台帳のコピー  
□事業主の同意書

９

高齢任意加入被保険者資  
格取得申出書

（適用事業所の場合）

○年金手帳または基礎年金番号通知書

○履歴書

○戸籍抄本または住民票の写し

△共済組合の期間がある場合は、年金加入期間確認通知書（共済用）

配偶者の厚生年金保険ま  
たは共済組合による合算  
対象期間の確認が必要な  
場合

○戸籍謄本

○配偶者の年金手帳または基礎年金番号通知書

△共済組合の期間がある場合は、年金加入期間確認通知書（共済用）

事業主が保険料の納入に  
同意した場合

■同意書
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届書 対象者の区分 添付書類

１０

高齢任意加入被保険者  
資格取得申請書

（適用事業所で

ない場合）

○高齢任意加入の認可のための事業主の同意書

○年金手帳または基礎年金番号通知書

○履歴書

○戸籍抄本または住民票の写し

△共済組合の期間がある場合は、年金加入期間確認通知書（共済用）

配偶者の厚生年金保険  
または共済組合による  
合算対象期間の確認が  
必要な場合

○戸籍謄本

○配偶者の年金手帳または基礎年金番号通知書

△共済組合の期間がある場合は、年金加入期間確認通知書（共済用）

１１
所属選択・２以上事業  
所勤務届

○被保険者証（被扶養者分含む）

１２
被保険者氏名変更

（訂正）届

○被保険者証  
△高齢受給者証  
△特定疾病療養受療証  
△健康保険限度額適用認定証  
△限度額適用・標準負担額減額認定証

１３
被保険者生年月日訂正  
届（処理票）

○被保険者証  
○年金手帳または基礎年金番号通知書

１４ 年金手帳再交付申請書 き損の場合 ○年金手帳または基礎年金番号通知書

１５
介護保険適用除外等該  
当・非該当届

△住民票の除票

△施設等の入所・入院の証明書

△外国人登録証明書及び雇用契約書のコピー（社労士の提出代行の場  
合は省略可能）
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４．電子申請の推進目標（現行）

○政府では、「オンライン利用促進対象手続」（年間申請件数１０万件以上の手続）について、２０１０年度  
（平成２２年度）末までにオンライン利用率５０％以上を達成することを目標としている。（平成18年1月19日  
ＩＴ戦略本部決定）

○オンライン利用促進対象手続ごとに目標利用率を定めた行動計画を、各省が策定。（平成１８～２０年度の  
３ヶ年計画。社会保険関係は３５手続）

○厚生労働省の「オンライン利用促進のための行動計画」においては、対象手続の申請件数全体の７割以上を占  
める、反復継続して行う手続や届出契機が同一の手続に重点的に取り組むこととし、社会保険関係では適用関  
係６手続及び年金受給権者現況届を「重点的取組手続」としている。

電子申請利用促進のための数値目標（現行）

※厚生労働省の「オンライン利用促進のための行動計画」（平成18年3月29日厚生労働省情報政策会議決定、平成19年3月27日改定）より

申請件数
（千件）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

磁気媒体届書作成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを活用した６手続
報酬月額算定基礎届
報酬月額変更届
資格取得届
資格喪失届
賞与支払届
厚生年金保険住所変更届

３３,０５５
３,０１５
５,４６６
５,５３２

１０,９６２
１,０６９

６％ １５％ ２５％

事業主が行う手続（上記６手続以外）
育児休業取得者申出書
事業所関係変更（訂正）届
氏名変更（訂正）届

１１０
２６０
９８０

２.５％ ７.５％ １０％

住民基本台帳ネットワークを活用する手続
年金受給権者現況届

２４,８００ ２７.９％ ６０％ ６０％

個人が行う手続（現況届以外、２５手続） ２３,８８２ ３％ ８％

平成21年度、  22年度の取組  
については、  
平成20年秋頃、  
行動計画を
策定予定
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５．電子申請の実績(平成18年度)

手続名
年間申請等

件数

オンライン
申請等件数

重点取組  
６手続

健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届 3235万件 1.1万件 ◎

年金受給権者現況届（注：住基ネットの活用により、平成18年10月より原則省略） 2650万件 835.6万件

健康保険・厚生年金保険賞与支払届、厚生年金保険（船員）賞与支払届 888万件 0.9万件 ◎

国民年金第３号被保険者資格取得・種別変更・種別確認・資格喪失・死亡・住所・氏名  
変更・生年月日変更・性別変更届

713万件 0.0万件

健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届、船員保険・厚生年金保険被保険者資  
格取得届

673万件 0.7万件 ◎

健康保険・厚生年金保険被保険者資格喪失届、船員保険・厚生年金保険被保険者資  
格喪失届

540万件 0.6万件 ◎

健康保険被扶養者（異動）届、船員保険被扶養者（異動）届 413万件 0.1万件

健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額変更届 212万件 0.4万件 ◎

国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定請求書 168万件 0.0万件

厚生年金保険被保険者住所変更届、厚生年金保険（船員）被保険者住所変更届  （注：住基ネットの活用により、平成23年度以降において、原則省略）
164万件 0.2万件 ◎

年金受給権者住所・支払機関変更届 156万件 0件

国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定請求書（ハガキ形式） 111万件 0件

【年間100万件以上】（年金関係）

（注１）「年間申請等件数」は被保険者数で計上しているが、「オンライン申請等件数」については、磁気媒体届書  
作成プログラムによる場合は、システム上、送信回数でしか実績を集計できないため、比較できない。（オンラ  
イン申請等件数は、被保険者数では数倍～数十倍となる。今後、被保険者数で集計するようシステム改善予定）

（注２）年金受給権者現況届については、住基ネットの活用による届出省略の数をオンライン申請等件数としている。



手続名
年間申請等

件数
オンライン
申請等件数

健康保険・厚生年金保険育児休業取得者申出書、船員保険・厚生年金保険育児休業取得者申出書 165,600件 140件

健康保険・厚生年金保険事業所関係変更（訂正）届 248,600件 15件

健康保険・厚生年金保険被保険者氏名変更（訂正）届、船員保険・厚生年金保険被保険者氏名変更訂  
正届

851,600件 99件

国民年金・共済年金・厚生年金保険年金受給選択申出書、国民年金・共済組合等・厚生年金保険年金  
受給選択申出書

419,200件 0件

年金手帳再交付申請書 965,800件 103件

老齢厚生・退職共済年金受給権者支給停止事由該当届 301,300件 3件

老齢・障害給付加給年金額支給停止事由該当届 133,900件 0件

年金証書再交付申請書 152,000件 1件

国民年金・厚生年金保険年金受給権者死亡届 803,200件 2件

国民年金・厚生年金保険未支給年金保険給付請求書 397,000件 0件

国民年金・厚生年金保険・船員保険遺族給付裁定請求書 276,000件 0件

国民年金保険料追納申込書 230,500件 3件

国民年金保険料還付請求書 993,800件 0件

【年間10万件以上】（年金関係）
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６．厚生労働省電子申請オンライン利用促進緊急対策の概要

○｢厚生労働省電子申請オン

ライン利用促進緊急対策｣

(20．1．11 厚生労働省業務  
・システム最適化等推進部会  
決定)

○｢厚生労働省電子申請オン

ライン利用促進緊急対策｣

(20．1．11 厚生労働省業務

・システム最適化等推進部会

決定)

利用実績が伸び悩んで

いることから、平成20

年度までの緊急対策を

強力に推進

緊急対策の概要（社会保険庁として平成２０年度に取り組む事項）

○利用促進アイデアの収集・活用

・成功事例等の全社会保険事務局での情報共有や促進策への反映のため、オン

ライン申請への切替に成功した好事例、電子申請に関して窓口に寄せられた

要望や職員からの改善意見等の積極的な収集。

○窓口機関での対応の強化等

・電子申請利用責任者である社会保険事務所次長（総務課長）の下に担当者を

置き、看板の設置等により電子申請の相談窓口を明示。

・社会保険庁ホームページに掲載している利用マニュアル等を活用した電子申

請の利用勧奨。

・磁気媒体（ＦＤ・ＭＯ）による届出を行っている事業所に対して、電子申請

利用促進に関するチラシ等により、電子申請への移行を勧奨。

・社会保険庁電子申請・磁気媒体申請相談窓口（ヘルプデスク）のポスター

掲示等による周知・広報。

○利用者への対応の強化

・手続件数の多い大規模事業所等に対する個別訪問による利用勧奨。

※被保険者数500人以上の事業所等を対象として、平成20年3月～6月を重点実施

期間とする（夏の賞与支払届・算定基礎届の提出時期を考慮）とともに、以後、

継続して実施する。

・社会保険労務士会との連携による電子申請を行っていない社会保険労務士に

対する利用勧奨の強化。
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７．市町村との電子データによる連携の推進について

資格取得（喪失）届、
保険料免除申請等

・届書の受理
・免除に係る所得審査  等

・届書の受理
・免除に係る所得審査  等

現行（国民年金に係る届書の受理等）現行（国民年金に係る届書の受理等）

被保険者  
被保険者

受付・点検、審査、決定  等受付・点検、審査、決定  等

○平成１４年度から、国民年金の保険料収納事務については、市町村から社会保険事務所に移管  
されたが、資格取得届、保険料免除申請の受理等の事務は、法定受託事務として引き続き市町  
村で実施している。

○資格取得（喪失）届については、事務処理をシステム化している市町村では、届書のデータを  
入力しているが、印刷した帳票を社会保険事務所に郵送している。（システム化していない市  
町村は、受理した届書を社会保険事務所に郵送）

＜システム刷新後＞ （「社会保険業務の業務・システム最適化計画」）

○市町村を経由して提出される国民年金関係の届書のうち、資格取得（喪失）届等の一部に  
ついて、市町村の電子データ回送化を予定。（現在、処理方法を検討中）

市町村 社会保険事務所

郵送
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